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令和７年９月１９日 

 

白老町議会 

 議長 小西 秀延 様 

 

                         議会運営委員会 

                          委員長 佐藤 雄大 

 

 

所管事務調査の結果報告について 

 

本委員会は、所管事務調査を実施したので、その結果を次のとおり報告しま

す。 

 

記 

 

１ 調 査 事 項  第６次議会改革 議員定数及び議員報酬の見直しについて 

 

２ 調査の方法  事務調査 

 

３ 調 査 日 程  令和６年 ４月２４日（水）、  ５月１４日（火） 

５月２７日（火）、  ７月 １日（月） 

              ７月２６日（金）、  ８月２９日（木） 

             １０月 １日（火）、 １１月 ８日（金） 

             １２月２３日（月） 

         令和７年 ２月 ４日（火）、  ３月 ５日（水） 

              ３月２６日（水）、  ６月１３日（金） 

              ８月２２日（金）、  ９月１７日（水） 

 

４ 出 席 委 員 

  委 員 長  佐 藤 雄 大   副 委 員 長  前 田 弘 幹 

  委   員  氏 家 裕 治   委   員  水 口 光 盛 

  委   員  飛 島 宜 親    

委   員  貮 又 聖 規（令和 6.5.24 から委員外） 

委   員  西 田 祐 子（令和 6.5.24 から委員外） 

委 員 外  森   哲 也    

  議   長  小 西 秀 延   副 議 長  広 地 紀 彰 

 

５ 説明のために出席した者の職・氏名 

  総 務 課 長  鈴 木 徳 子   総務課主査  日 置 典 邦 
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６ 職務のために出席した者の職・氏名 

  議会事務局長 本 間 弘 樹   事務局主幹  小山内  恵 

 

７ 調査結果 

 本委員会は、第６次議会改革の一環として、議員定数及び議員報酬の見直し

について調査・検討を行った。その内容を次のとおり報告する。 

 

【現状と課題】 

 本委員会では議員定数について、過去の議会改革の経緯や本町の財政状況を

踏まえた議会費の割合、道内自治体の議員定数と人口比較等の調査を行った。

その結果、近隣町や同規模自治体と比較して、人口比に対する議員の負担割合

が大きく、議員 1 人当たりの人口は約 1,000 人であることが明らかとなった。 

議員報酬については全国町村議会議長会においても「なり手不足」への対応

を含め、増額に向けた議論が進められている。議員の活動は、本会議や委員会

等をはじめ、研修や視察への派遣、議会懇談会等といった議会活動のほか、議

員個人としても住民との対話や各種行事への出席、議案の精読や質疑の準備、

情報収集等、その活動は広範にわたる。 

こうした議会・議員としての活動量（156日）を首長の活動量（305日）と比

較し、首長の給料（82万円）から議員報酬を算出する原価方式によると、議員

報酬は本町では約42万円となる。さらに近年、近隣市町においても議員報酬を

増額する動きがあり、安平町では平成29年度に３万円、厚真町では令和５年度

に２万円、苫小牧市では令和６年度に３万円の増額が行われている。 

 

課題として、白老町議会では平成11年以降、議会改革において最大22名であ

った議員定数を現在の14名まで削減してきた経緯があり、これまで無投票選挙

こそないものの、人口減少を見据えた議員の担い手不足対策や、「町民に信頼さ

れる開かれた議会づくり」が一層求められている。 

議員報酬は平成13年を最後に20年以上見直しが行われておらず、白老町特別

職報酬等審議会からも令和４年、５年と２年連続して「増額すべき」との答申

が出されている。さらに、消費者物価指数は2001年の96.62から2023年には105.6

へと約１割上昇し、また、平成23年には議員年金が廃止されたことから社会保

険料が全額自己負担となっている点も大きな課題である。 

 

【委員会意見】 

 [議員定数について] 

〇 町民の意見を聞きながら議論し決定する必要がある。 

〇 各常任委員会は最低６名の構成が必要である。 

○ 議会機能の維持と多様な住民意思の反映が重要である。 

〇 人口減少を見据え、今後も定数の見直しについて議論を継続する必要があ
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る。 

〇 議員定数を削減しても町民の声をしっかり酌み取れるよう、町民との対話

を増やし、議会の質向上に努めることが不可欠である。 

〇 少数意見として、人口減少と10年後の将来を見据え、定数を４名削減すべ

きとの意見があった。 

 

 [議員報酬について] 

〇 20年以上見直しが行われていない現状や社会情勢の変化を踏まえ、増額は

必要である。 

〇 増額には、議会機能の強化、広報・広聴活動の充実、効果的な情報発信が

前提となる。 

〇 将来にわたり地域社会へ貢献し続けるため、議会活動の質向上の観点から

も報酬増額は妥当である。 

〇 少数意見として、増額理由が不明確であり、報酬増額には反対との意見が

あった。 

 

[まとめ] 

議会における議員定数・報酬の決定権は議会自らにある。議員報酬について

は、町民から選ばれた白老町特別職報酬等審議会において、令和４年、５年と

２年連続で「増額すべき」と答申が出されており、これは町民意見を反映した

ものといえる。 

議員定数については本委員会で慎重に審議した結果、現行の14名から１名減

の13名としたとしても、本会議、常任委員会における十分な審査・審議、多様

な意見反映が可能であると考えられる。 

町民意見については、議員活動を通じて個別に把握し、議論に反映している。

また、議論の過程や結論は、インターネット、広報誌、町ホームページなど多

様な媒体を通じて情報公開を行った。 

よって、本委員会としては議員定数を14名から13名に削減し、次期選挙から

適用すること、議員報酬を月額３万円増額し、次期選挙後から適用することに

多数が一致した。 

 


